
市税
69.8億円
市税
69.8億円

地方譲与税
16.5億円
地方譲与税
16.5億円

地方交付税
53.5億円
地方交付税
53.5億円

国県支出金
34.1億円
国県支出金
34.1億円

市債
10.4億円

市債
10.4億円

その他
15.2億円
その他

15.2億円

自主財源
42.7％
自主財源
42.7％

依存財源
57.3％
依存財源
57.3％

歳出
（目的別）
歳出

（目的別）
歳出

（性質別）
歳出

（性質別）

総務費 24.5億円
（税金の賦課徴収、戸籍や
住民登録、防犯、防災など）

総務費 24.5億円
（税金の賦課徴収、戸籍や
住民登録、防犯、防災など）

人件費 37.9億円
（委員への報酬や職員給与など）
人件費 37.9億円
（委員への報酬や職員給与など）

民生費 81.4億円
（障害者、老人福祉などの
福祉、保育園など）

民生費 81.4億円
（障害者、老人福祉などの
福祉、保育園など）

物件費 38.5億円
（委託料や手数料などの
消費的経費）

物件費 38.5億円
（委託料や手数料などの
消費的経費）

扶助費 45.5億円
（社会保障制度として、児童や
高齢者などへの支援に要する経費）

扶助費 45.5億円
（社会保障制度として、児童や
高齢者などへの支援に要する経費）

衛生費17.6億円
（ごみ処理や保健など）

衛生費17.6億円
（ごみ処理や保健など）

公債費 21.7億円
（市債（借りたお金）を

返すお金）

公債費 21.7億円
（市債（借りたお金）を

返すお金）

繰出金 19.4億円
（他の会計へ
支出する経費）

繰出金 19.4億円
（他の会計へ
支出する経費）

その他 14.7億円
（維持補修費など）
その他 14.7億円
（維持補修費など）

補助費 21.8億円
（団体への補助などに

要する経費）

補助費 21.8億円
（団体への補助などに

要する経費）土木費 11.3億円
（道路整備など）
土木費 11.3億円
（道路整備など）

教育費 19.6億円
（小中学校や公民館など）

教育費 19.6億円
（小中学校や公民館など）

公債費 21.7億円
（市債（借りたお金）を

返すお金）

公債費 21.7億円
（市債（借りたお金）を

返すお金）

その他 23.4億円
（議会や消防など）
その他 23.4億円
（議会や消防など）

市税	 市民税、固定資産税などの税金
地方譲与税等	 国や県が市の代わりに集めた税金などが
	 一定の基準により配分されるお金
地方交付税	 財源不足を補うために国からもらうお金
国県支出金	 国や県に必要だと認められた事業に
	 対して、国や県からもらうお金
市債	 施設を造るときなどに借りるお金
その他	 施設の使用料など上記以外のもの
自主財源	 地方公共団体が自主的に集める財源
	 （市税、使用料など）
依存財源	 国や県などの意思決定によりもらう財源
	 （地方交付税、国県支出金など）

歳入

歳出

平成28年度 一般会計当初予算額 199億4,800万円

共
通
負
担
額
と
し
て
、
小
学
生
一

人
あ
た
り
258
円
、
中
学
生
で
は
843

円
と
な
る
。
修
学
旅
行
で
は
、
500

円
の
影
響
額
と
な
る
。

　
他
市
に
比
べ
低
い
状
況
に
な

い
。

Q  

発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
開
設
、

佐
織
保
育
園
の
老
朽
化
問
題
へ
の

対
応
は
。

A  

公
立
保
育
園
の
適
切
な
配
置

と
い
う
観
点
で
検
討
し
て
い
く
。

Q  

学
校
の
パ
ソ
コ
ン
購
入
だ

が
、
買
い
取
り
を
し
た
方
が
安
い

の
に
、
な
ぜ
リ
ー
ス
契
約
か
。

A  

予
算
の
平
準
化
の
た
め
と
い

う
の
が
、
一
番
の
理
由
だ
。

［
経
済
・
建
設
］

Q  

道
路
新
設
工
事（
八
開
地
区
）

の
経
緯
は
。
交
通
量
調
査
は
。

A  

地
元
要
望
が
あ
り
、
現
地
確

認
し
て
判
断
し
た
。
交
通
量
調
査

は
、
平
成
12
年
に
実
施
し
た
デ
ー

タ
が
あ
り
、
1
日
当
た
り
2
千
600

台
だ
。

Q  

企
業
誘
致
へ
の
市
の
支
出
の

総
額
は
。

A  

総
額
4
億
円
を
見
込
ん
で
い

る
。

Q  

地
域
内
の
舗
装
・
側
溝
費
の

減
額
の
理
由
は
。

A  

財
政
が
厳
し
い
の
で
支
出
を

抑
え
る
方
針
か
ら
だ
。

平成28年度 主な新規事業
1. 支所整備事業
2. 在宅医療連携システム整備事業
3. 高齢者生活支援体制整備事業
4. 保育所等基本方針検討事業
5. 下水道地方公営企業法適用事業
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